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第 1 章 狛江市ゼロカーボンシティシナリオの基本的事項 

◆ 策定の⽬的 
狛江市では、国内外の⼤きな脱炭素化の流れを受け、令和 3（2021）年 3 ⽉に令和 32（2050）年までに

⼆酸化炭素排出実質ゼロに取り組む「ゼロカーボンシティ」を⽬指すことを表明し、令和 3（2021）年４⽉に「狛江
市ゼロカーボンシティ宣⾔」を⾏いました。 

同宣⾔に基づき、温室効果ガス排出量や再⽣可能エネルギーの活⽤状況などを調査し、必要となる施策や⽬標、
⻑期的な取組の⽅向性を⽰すことを⽬的とした「狛江市ゼロカーボンシティシナリオ」を策定します。 

 

◆ シナリオの位置づけ  
狛江市は、令和 2（2020）年 3 ⽉に改定した「狛江市環境基本計画」に狛江市地球温暖化対策実⾏計画

（区域施策編）を包含し、地球温暖化対策を進めてきました。 
本シナリオは、令和 12（2030）年度及び令和 32（2050）年度に向けた温室効果ガスの削減量並びに再⽣

可能エネルギーの導⼊⽬標及び必要な施策をとりまとめているものです。 

  
第 2 章 再⽣可能エネルギーに関する動向 

◆ 気候変動・再⽣可能エネルギー等を取り巻く国内外の動向  

国際  

パリ協定（平成 27（2015）年 12 ⽉） 
世界共通の⻑期⽬標として、世界の平均気温上昇を産業⾰命以前と⽐べ２℃を⽬指すととも
に、さらに 1.5℃に抑えることが「努⼒⽬標」として掲げられた。 

気候変動枠組条約締約国会議（COP26）（令和 3（2021）年） 
令和 3（2021）年の COP26 では、「グラスゴー気候合意」が採択され、「1.5℃⽬標」を国連気候
変動枠組条約締約国の事実上の⽬標とする決意が⽰されたことから、今世紀半ばのカーボンニュート
ラル（温室効果ガス排出量実質ゼロ）に向けた対策を各国に求めることが盛り込まれた。 

国  

第 6 次エネルギー基本計画（令和 3（2021）年 10 ⽉）・地球温暖化対策計画（令和 4
（2022）年 4 ⽉施⾏） 

「第 6 次エネルギー基本計画」により、新たに表明した温室効果ガス排出削減⽬標の実現に向け
たエネルギー政策の道筋を⽰すとともに、「地球温暖化対策計画」により、国内の脱炭素に向けた
各分野の取組や、イノベーションの加速を進める⽅針を提⽰した。 

東京都 

ゼロエミッション東京戦略（令和元（2019）年 12 ⽉）・2020 Update ＆ Report（令
和 3（2021）年３⽉） 

「東京都内温室効果ガス排出量を 2030 年までに 50％削減（2000 年⽐）、再⽣可能エネル
ギーによる電⼒利⽤割合を 50％程度まで⾼めること」等を表明したことに伴い、世界の CO2 排出
実質ゼロに貢献するために、今後実⾏すべき具体的取組を⽰した「ゼロエミッション東京戦略」につ
いて、⽬標の強化や社会変⾰のビジョン「2030 カーボンハーフスタイル」を提起した「2020 
Update ＆ Report」を新たに策定。 

  

令和 5（2023） 

狛江市ゼロカーボンシティシナリオ 
（調査・シミュレーション・効果的な対策の検討） 

令和 2（2020） 令和 12（2030） 令和 32（2050） 
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計画⾒直し 

狛江市環境基本計画 
狛江市地球温暖化対策実⾏計画（区域施策編） 

「地球温暖化を乗り越える、⼈と地球にやさしい脱炭素社会の推進」 

狛江市ゼロカーボンシティシナリオ（概要版） 
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◆ 再⽣可能エネルギーの技術動向  
種別 特徴 技術動向 

太陽光発電 
多様な場所に設置が可能で、設備が⽐較的
シンプルであるため、点検の⼿間や故障のリス
クが少ない。ただし、天候に左右されやすい。 

ソーラーカーポート 
営農型太陽光発電 
次世代太陽光発電設備 
蓄電池との併⽤ 
初期費⽤ゼロ導⼊（PPA*等） 

太陽熱利⽤ 
エネルギー変換効率が⾼く、設備費⽤が⽐
較的安価で費⽤対効果の⾯でも有効。 
屋根のスペースが⼩さい場合も利⽤可能。 

液体集熱式太陽熱利⽤システム 
空気集熱式太陽熱利⽤システム 

地中熱利⽤ 

地表からおよそ地下 200m の深さまでの地
中にある熱を利⽤。 
地中熱は、夏は外気温より冷たく、冬は暖か
い安定した性質をもち、地中から取り出すこと
で冷暖房や給湯などに利⽤。 

ヒートポンプシステム 
空気循環 
熱伝導 
⽔循環 
ヒートパイプ 

バイオマス発電 

動植物由来の有機性資源を利⽤。 
廃棄されるものを燃料として使⽤するため、資
源を無駄なく活⽤可能。 
⽣ごみや下⽔汚泥など安定した排出が⾒込
める場合はベース電源（熱源）としても期待
される。 

下⽔汚泥の利⽤ 
メタンガス化 

中⼩⽔⼒発電 

河川の⽔位差による⽔圧と流速を利⽤した
⽔⼒発電のうち、規模の⼩さいものを指す。 
太陽光や⾵⼒に⽐べ天候に左右されず、既
設の構造物や設備を活⽤しながら発電する
ことも可能。 

既設の⽔管を利⽤した⽔⼒発電 
既設の導⽔路を利⽤した⽔⼒発電 

⽔素利⽤ 

⽔素を酸化・燃焼させることで発⽣するエネル
ギーを利⽤。⽔素は、様々な資源から取り出
すことができ、燃焼時に CO2 を排出しないた
め、次世代のエネルギーとして期待される。 
ただし、製造コストが⾼いこと、輸送や貯蔵の
安全性確保などが必要。 

⽔素専焼発電 
アンモニア発電 
燃料電池⾃動⾞（FCV*） 
家庭⽤燃料電池（エネファーム） 

省エネルギー関連 
（ZEB

ゼ ブ
・ZEH

ゼ ッ チ
） 

快適な室内環境を実現しながら、建物で消
費する年間の⼀次エネルギーの収⽀をゼロに
することを⽬指す建物。 
省エネルギー技術、創エネルギー技術を組み
合わせることで実現。 

ZEB・ZEH 

 

      
図 ソーラーカーポート（左）、ZEH の概要（右） 

 
 
※PPA︓特定の事業者が電⼒消費者（家庭や事業者）の建物の屋根などに太陽光発電システムを無償で設置し、運⽤・保守を⾏うモデルのこと。 
※FCV︓燃料電池で⽔素と酸素の化学反応によって発電した電気を使って、モーターを回して⾛る⾃動⾞のこと。   
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出典︓経済産業省・環境省「ZEH の普及促進に向けた政策動向と令和 4 年度の関連予算案」出典︓環境省「ソーラーカーポートの導⼊について」
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第 3 章 狛江市の地域概況 
◆ 温室効果ガス排出量・エネルギー消費量 

狛江市の温室効果ガス排出量は、
平成 24（2012）年度をピークに減
少傾向にあり令和元（2019）年度
は約 192 千 t-CO2 であり、現⾏計画
の⽬標値「令和 12（2030）年度に
平成 25（2013）年度⽐ 36%削
減（排出量 136 千 t-CO2）」に向け
てさらなる努⼒が必要となります。 

また、エネルギー消費量は減少傾向
にあります。 

 
 

出典︓オール東京 62 市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防⽌プロジェクト（多摩地域温室効果ガス排出量）」 

図 温室効果ガス排出量の推移（上）、エネルギー消費量の推移（下） 
 

◆ 再⽣可能エネルギーの導⼊状況・ポテンシャル 
狛江市における再⽣可能エネルギ

ーの賦存量は合計で 2,446TJ であり、
令和元（2019）年度のエネルギー
消費量 1,973TJ の約 1.2 倍に相当
します。⼀⽅、技術的・社会的・経済
的な制約条件等を踏まえ、賦存量の
うち現実的に導⼊が可能と考えられる
導⼊ポテンシャル量は、合計 543TJ と
エネルギー消費量の約 3 割となってい
ます。 
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(2005)(2006)(2007)(2008)(2009)(2010)(2011)(2012)(2013)(2014)(2015)(2016)(2017)(2018)(2019)

(TJ)

運輸部⾨

⺠⽣（業務）部⾨

⺠⽣（家庭）部⾨

産業部⾨

(年度)

589 349 14
196 0 0

0 0 0
4 4 0
8 1 0

12 6 0
14 12 0

133 13 9
1,490 160 0
2,446 543 23

地熱発電

導⼊量

合計

中⼩⽔⼒発電

地中熱利⽤

バイオマス発電・熱利⽤（⾷品残渣)

太陽光発電

バイオマス発電・熱利⽤（⽊質）

バイオマス発電・熱利⽤（⽣ごみ)
太陽熱利⽤

⾵⼒発電

導⼊ポテン
シャル量賦存量再⽣可能エネルギーの種類

※地中熱利⽤は住宅・事務所ビル等の建物に広く適⽤できる技術であるため、賦存量は⼤きくなっている。 
※端数処理により合計が合わない場合がある。 
※TJ︓テラ・ジュールの略号。テラは 10 の 12 乗のことで、ジュールは熱量単位。総合エネルギー統計では計量単位

の異なる各種のエネルギー源を⼀つの表で扱うため、エネルギー単位表ではすべて熱量単位に換算する。 
出典︓環境省「REPOS」、NEDO「バイオマス賦存量・有効利⽤可能量の推計」を基に作成

表 再⽣可能エネルギーの賦存量・導⼊ポテンシャル量・導⼊量 
（単位︓TJ） 
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第 4 章 2050 年ゼロカーボンを⽬指すシナリオ 
◆ 温室効果ガス排出量及び再⽣可能エネルギー導⼊量の⽬標 

令和 32（2050）年度までの先進的な脱炭素技術の普及や社会動向の変化を踏まえ、複数の削減モデルを検
討した結果、以下のとおり温室効果ガス排出削減量及び再⽣可能エネルギー導⼊量の⽬標設定を⾏いました。 

  
◆ 令和 32（2050）年度の将来ビジョン 

狛江市では、将来的な技術⾰新を⾒据えながら、市域が⼀体となった取組の普及・定着化を図り、ゼロカーボンシ
ティとして以下の社会の実現を⽬指します。 

狛江市が目指すゼロカーボンシティのビジョン 

全
般 

〇地域連携による再⽣可能エネルギーの導⼊拡⼤ 
  様々な地域との連携により、⼤量の再⽣可能エネルギーを市内に調達できています 
〇地域連携による森林吸収や CCUS*の推進 
  様々な地域との連携により、どうしても削減できない温室効果ガス排出量は他地域の森林や CCUS、カーボン・オフセット*

等を活⽤して吸収・回収等が⾏われています 
〇市内におけるゼロカーボンエリアの⽔平展開 
  市域全体に住宅地が広がる狛江市の特性を活かして、モデル的に進めたゼロカーボンエリアを⽔平展開できています 

家
庭 

〇新技術の活⽤による住宅における再⽣可能エネルギーの導⼊拡⼤ 
  薄膜太陽光発電等の技術を活⽤して、壁⾯やサイクルポート等の住宅・敷地におけるさらなる再⽣可能エネルギーの導

⼊が進んでいます 
〇⼾建住宅、集合住宅の ZEH 化 
  狛江市⼀帯に広がる住宅の ZEH 化が図られています 

事
業
者 

〇新技術の活⽤による住宅における再⽣可能エネルギーの導⼊拡⼤ 
  薄膜太陽光発電等の技術を活⽤して、壁⾯やカーポート等の事業所・敷地におけるさらなる再⽣可能エネルギーの導⼊

が進んでいます 
〇事業所の ZEB 化 
  狛江市内における中⼩事業者を中⼼として事業所の ZEB 化が図れています 

市
役
所 

〇新技術の活⽤による住宅における再⽣可能エネルギーの導⼊拡⼤ 
  薄膜太陽光発電等の技術を活⽤して、壁⾯やカーポート等の事業所・敷地におけるさらなる再⽣可能エネルギーの導⼊

が進んでいます 
〇公共施設の ZEB 化 
  公共施設における ZEB 等の省エネ化が図られています 
〇公⽤⾞の ZEV 化 
  公⽤⾞の率先的な ZEV 化が図られています 

ऽ
ठ
؞
交
通 

〇次世代⾃動⾞の普及・定着 
  市内に関連インフラが整備され、EV*、FCV 等の次世代⾃動⾞が広く普及しています 
〇市内公共交通機関のカーボンニュートラル化 
  路線バスやコミュニティバス、電⾞等の市内公共交通機関が再⽣可能エネルギーによって運⾏されています。 
〇⾯的なエネルギー融通による地産地消 
  市域でつくりだされた再⽣可能エネルギーを無駄なく、賢く使い切るため、蓄電池や電動⾞両、グリッド構築等による地産

地消が進んでいます   

●温室効果ガス排出量 排出実質 ゼロ （⽬標削減量 213 千 t-CO2） 
・うち市の取組による⽬標削減量 

平成 25（2013）年度⽐ -21 ％削減） （⽬標削減量 45 千 t-CO2） 
・再⽣可能エネルギー導⼊量 

市内エネルギー消費量の 48 ％（⽬標消費量 543 TJ） 

⻑期⽬標 
令和 32（2050）年度 

●温室効果ガス排出量  
平成 25（2013）年度⽐ -54  ％削減 （⽬標削減量 114 千 t-CO2） 

・うち市の取組による⽬標削減量 
平成 25（2013）年度⽐ -7 ％削減） （⽬標削減量 16 千 t-CO2） 

・再⽣可能エネルギー導⼊量 
市内エネルギー消費量の  6 ％（⽬標消費量 90 TJ） 

中期⽬標 
令和 12（2030）年度 
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図 ゼロカーボンシティのイメージ 

 
※CCUS︓「Carbon dioxide Capture, Utilizationand Storage」の略で、分離・貯留した CO2 を利⽤しようというもの。 
※カーボン・オフセット︓排出量が減るよう削減努⼒を⾏い、どうしても排出される温室効果ガスについて排出量に⾒合った温室効果ガスの削減活動に投資すること等に

より、排出される温室効果ガスを埋め合わせるという考え⽅のこと。 
※EV︓バッテリー（蓄電池）に蓄えた電気をモーターに供給し、モーターを回して⾛る⾃動⾞のこと。 
※4R︓Refuse（リフューズ）、Reduce（リデュース）、Reuse（リユース）、Recycle（リサイクル）の頭⽂字をとったもの。⼀般的には 3R

（Reduce,Reuse,Recycle）が推進されているがそこに Refuse（リフューズ）を加えたもの。   

環境⾯の効果 
エネルギー消費量（温室
効果ガス排出量）が削減
されています 

次世代自動車 

４R*の普及 

公共交通 

ZEB・ZEH 

再生可能エネルギー 

環境学習 

経済⾯の効果 
再⽣可能エネルギー・省エネルギー設備・機
器の調達・施⼯・メンテナンス等に関する産
業・雇⽤が創出されています 

経済⾯の効果 
市内商店街等による
消費⾏動が活性化
しています 

経済⾯の効果 
エネルギーの地産地消
により、エネルギー資⾦
が循環しています 

社会⾯の効果 
市域全体の防災機
能が強化しています 

社会⾯の効果 
再⽣可能エネルギー
連携地域と⼈材交流
が図られています 

社会⾯の効果 
市⺠の健康増進、利便
性向上が図られていま
す 

先端技術を
活用した環
境保全型の
農林水産業 

再生可能 
エネルギーの
主力電源化 
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◆ 将来ビジョンの実現に向けた施策の⽅向性と取組例  
将来ビジョンの実現に向けて必要な施策の⽅向性を⽰しています。検討にあたっては、脱炭素施策が地域経済や安  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※HEMS︓Home Energy Management System の略。家庭でのエネルギー消費量を可視化しつつ積極的な制御を⾏うことで、省エネルギーやピークカットの効

果を狙う仕組みのこと。 
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全性、健康等に及ぼす多⾯的な効果にも着⽬しました。 
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◆ 現時点での市の取組による削減⾒込量の試算 
ゼロカーボンシティの実現に向けた温室効果ガス削減量の総量⽬標の達成には、国や東京都等の広域的な取組

による削減効果が前提となることを踏まえ、市の取組による⽬標削減量を、令和 12（2030）年度で、-16 千 t-
CO2、令和 32（2050）年度で-45 千 t-CO2 としています。 

⼀⽅、現時点での市の取組による削減⾒込量は、令和 12（2030）年度で、-12 千 t-CO2、令和 32（2050）
年度で-29 千 t-CO2 となっています。 

それぞれを⽐較検証すると、令和 12（2030）年度で、-４千 t-CO2、令和 32（2050）年度で-16 千 t-CO2

の追加的な削減が必要となります。 

表 市の取組による⽬標削減量と現時点の取組による削減⾒込量の⽐較検証 
削減量(千 t-CO2) 令和12（2030）年度 令和32（2050）年度 

市の取組による⽬標削減量 ▲16 ▲45 
市の取組による削減⾒込量 ▲12 ▲29 
技術⾰新等で⾒込む削減⾒込量 ▲4 ▲16 
 
省エネルギー、再⽣可能エネルギー活⽤等、脱炭素社会に貢献する技術は⽇々進展しており、令和 12（2030）

年度、令和 32（2050）年度に⾄るまでには、市の取組の幅が広がることが想定されます。そのため、これらの技術
進展の動向を注視しながら、新たな取組の可能性を継続的に追求していく必要があります。 

また、これをもってしても⽬標削減量の達成が⾒込めない場合は、カーボン・オフセットの利⽤拡充も検討されます。 
 

第 5 章 シナリオの推進 
 
本シナリオの内容は、狛江市環境基本計画（狛江市地球温暖化対策実⾏計画（区域施策編））に反映さ

れ、推進を図ることとなります。 
推進にあたっては、脱炭素社会の構築を着実かつ効果的に進めるため、庁内、市⺠、事業者、有識者等との連携

が求められます。 

関連部署で構成する庁内組織や、市⺠、事業者、有識者等からなる付属機関（狛江市環境保全審議会）等
での議論等を通じた多様な主体との連携・協働により、分野横断的かつ市⺠⽬線、専⾨的⾒地等の多⾓的視点に
⽴った取組推進を⽬指します。 

また、省エネルギー設備の導⼊や再⽣可能エネルギーの利活⽤は⺠間企業と連携した取組拡⼤が必要であること
から、既存の枠組みにとらわれない柔軟な連携⽅法を検討するとともに、計画の内容や進捗を公表することで理解の
促進や⾏動変容につなげます。 

取組状況は、上記の庁内組織や付属機関等において確認・評価し、⽬標とその成果を可視化することで、課題や
改善点を明確化し、PDCA サイクルをより⼀層効果的に機能させる進⾏管理が必要です。 
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